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1,812,980,000 △ 27,791,000 1,785,189,000

　第１項営 業 収 益 1,024,569,000 0 1,024,569,000

　第２項営 業 外 収 益 788,361,000 △ 27,791,000 760,570,000

　第３項特 別 利 益 50,000 0 50,000

1,751,002,000 △ 11,696,000 0 0 0 1,739,306,000

　第１項営 業 費 用 1,586,318,000 △ 11,696,000 0 0 0 1,574,622,000

　第２項営 業 外 費 用 158,909,000 0 0 0 0 158,909,000

　第３項特 別 損 失 3,775,000 0 0 0 0 3,775,000

　第４項予 備 費 2,000,000 0 0 0 0 2,000,000

流用増減額 小　　計当初予算額 補正予算額

　第１款　　水道事業費用

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

予
備
費
支
出
額

地方公営企
業法第24条
第３項の規定
による支出額

0

0

0

0

　第１款　　水道事業収益

　　　支　　　　出

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

平 成 ２ ９ 年 度 三 次 市 

 　収益的収入及び支出

　　　収　　　　入

地 方 公 営 企 業 法 第 24 条
第３項の規定による支出額
に 係 る 財 源 充 当 額

当初予算額 補正予算額 合　　計

-1-



決　　算　　額

6,068,817

決　算　額

1,045,627,243

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
第2項の規定
による繰越額

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
第2項の規定
による繰越額

21,058,243

64,337,202

合　　　計

08,646,2723,775,000

0 2,000,0002,000,000 0

21,370△ 4,871,272

43,275,748

152,840,183

0

0

0

0

0

803,845,748

158,909,000

1,739,306,000

1,574,622,000

 水 道 事 業 決 算 報 告 書

（単位：円）

1,849,526,202

備　　　　　　　　考

仮受消費税及び地方消費税

78,880,573

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

1,728,150,965

1,566,664,510

3,211

（単位：円）

7,957,4900

77,138,161

29

不用額

53,211

備　　　　　　　　考

仮払消費税及び地方消費税

1,742,383

33,985,864

34,007,23411,155,0350

0
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　　第１項 企 業 債

　　第２項 工 事 負 担 金

　　第３項 補 助 金

　　第４項 出 資 金

1,789,838,000 31,400,000

　　第１項 建 設 改 良 費 1,126,538,000 31,400,000

　　第２項 企業債償還金 662,700,000 0

　　第３項 予 備 費 600,000 0

※特例的収入とは，平成２９年度に統合した旧簡易水道事業分の未収金を収入するため，統合初年度のみ

※特例的支出とは，平成２９年度に統合した旧簡易水道事業分の未払金を支出するため，統合初年度のみ

43,223,000 2,865,000 46,088,000 46,087,836

　　　支　　　　出

決 算 額

予　　　　　　算　　　　　　額

特 例 的 収 入

特 例 的 支 出 168,999,000 △ 91,422,000 77,577,000 77,576,646

区　　　　　　分
当初予算額 補正予算額 合　　　　　計

　　　収　　　　入

区　　　　　　分
当初予算額 補正予算額 合　　　　　計

予　　　　　　算　　　　　　額

決 算 額

600,000

　　資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 681,114,023 円は，過年度分損益勘定留保資金

0

08,684,000 671,384,000

0

 　特例的収入及び支出

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
の 規 定 に よ る
繰 越 額

74,796,000

△ 9,172,000 0

0

1,780,666,000

△ 17,856,000 1,108,682,000

80,997,000

1,096,054,000

流用増減額

60,766,000

小　　　計補正予算額

△ 172,200,000 16,700,000

地 方 公 営 企 業 法
第 26 条 の 規 定 に
よ る 繰 越 額 に 係 る
財 源 充 当 額

65,795,000

801,200,000

12,500,000

146,792,000

当初予算額 小　　　　　計

0

 　資本的収入及び支出

　　　収　　　　入

補正予算額

135,562,000 7,000,000

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

　第１款　　資本的収入 1,112,461,000

973,400,000

0

7,000,000

30,700,000

　第１款　　資本的支出

　　　支　　　　出

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

当初予算額

12,500,000

△ 16,407,000
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 630,800,962 円，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 50,313,061 円で補てんした。

（単位：円）

発生する予算です。

（単位：円）

発生する予算です。

（単位：円）

合　　　計
決　算　額 備　　　　考

継続費逓
次繰越額
に 係 る 財
源充当額

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る 繰 越 額

△ 32,264,000

備　　　　考

75,000,000

671,384,000 671,383,959

805,971,184

0

817,900,000 567,000,000

2,067,12012,500,0000

0

継 続 費
逓 次
繰 越 額

合　　　計
決　算　額

75,000,000 0 75,000,000 259,110,816

合　　計

翌　年　度　繰　越　額

0

（単位：円）

△ 250,900,000

継 続 費
逓 次
繰 越 額

0 142,562,000 110,298,000

0 153,792,000

0 600,000

00

1,477,355,143

1,140,082,0000

0 1,812,066,000

0 0 0 0

75,000,000

0

116,876,000 △ 36,916,000

仮受消費税及び地方消費税

△ 330,512,8800 1,126,754,000 796,241,120

△ 10,432,880

600,000

259,710,857 59,027,124

59,027,124

仮払消費税及
び地方消費税

41

不　用　額

不 用 額 備 考

△ 164

354

備 考
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

0
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（１） 給 水 収 益 948,101,549

（２） 他 会 計 負 担 金 480,600

（３） そ の 他 営 業 収 益 19,906,933 968,489,082

（１） 原 水 及 び 浄 水 費 226,374,998

（２） 配 水 及 び 給 水 費 200,712,625

（３） 総 係 費 125,480,838

（４） 減 価 償 却 費 963,408,797

（５） 資 産 減 耗 費 16,701,388

（６） そ の 他 営 業 費 用 0 1,532,678,646

営業利益（△は営業損失） △ 564,189,564

（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,511,520

（２） 他 会 計 補 助 金 332,914,646

（３） 長 期 前 受 金 戻 入 390,027,017

（４） 雑 収 益 71,986,476 796,439,659

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 147,615,111

（２） 雑 支 出 5,225,072 152,840,183 643,599,476

経常利益（△は経常損失） 79,409,912

（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 53,182

（２） そ の 他 特 別 利 益 0 53,182

（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 5,402,737

（２） そ の 他 特 別 損 失 3,222,165 8,624,902 △ 8,571,720

当年度純利益（△は純損失） 70,838,192

前年度繰越利益剰余金 91,484,231

当年度未処分利益剰余金 162,322,423

平成２９年度三次市水道事業損益計算書

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

（単位：円）

６ 特　　別　　損　　失

２ 営　　業　　費　　用

３ 営　業　外　収　益

４ 営　業　外　費　用

５ 特　　別　　利　　益

1 営　　業　　収　　益
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3,637,030,027 8,244,248 18,884,753 3,087,000 30,216,001

前年度処分額 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0 0

利益積立金の積立 0 0 0 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 0 0 0

3,637,030,027 8,244,248 18,884,753 3,087,000 30,216,001

1,762,799,042 0 0 1,029,000 1,029,000

110,298,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

1,652,501,042 0 0 0 0

受贈財産の受入 0 0 0 0 0

負担金の受入 0 0 0 0 0

補助金の受入 0 0 0 1,029,000 1,029,000

除却損への補てん 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

5,399,829,069 8,244,248 18,884,753 4,116,000 31,245,001

（単位：円）

5,399,829,069 31,245,001 162,322,423

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

（繰越利益剰余金）

5,399,829,069 31,245,001 162,322,423 

資 本 金
資 本
剰 余 金

減債積立金の積立

利益積立金の積立

当年度末残高

議会の議決による処分額

建設改良積立金からの組入

一般会計等出資金の受入

減債積立金からの組入

当年度変動額

当年度末残高

当年度純利益（△純損失）

簡易水道事業特別会計からの組入

平成２９年度三次市
（平成２９年４月１日から

資　　本　　剰　　余　　金

受 贈 財 産
評 価 額

剰　

補 助 金
資 本 剰 余
金 合 計

処分後残高

未 処 分 利
益 剰 余 金

資 本 金

平成２９年度三次市水道事業剰余金処分計算書

前年度末残高

工 事
負 担 金

処分後残高

建設改良積立金の積立

議会の議決による処分額
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水道事業剰余金計算書
平成３０年３月３１日まで）

394,670,155 163,000,000 40,461,062 91,484,231 689,615,448 4,356,861,476

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

（繰越利益剰余金）

394,670,155 163,000,000 40,461,062 91,484,231 689,615,448 4,356,861,476

0 0 0 70,838,192 70,838,192 1,834,666,234

0 0 0 0 0 110,298,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 1,652,501,042

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 1,029,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 70,838,192 70,838,192 70,838,192

（当年度未処分
利益剰余金）

394,670,155 163,000,000 40,461,062 162,322,423 760,453,640 6,191,527,710

減 債
積 立 金

利 益
積 立 金

　　　　　余　　　　　　　　　　　金

建 設 改 良
積 立 金

未 処 分 利
益 剰 余 金

利　　益　　剰　　余　　金

（単位：円）

利 益 剰 余
金 合 計

資 本 合 計
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(1)

イ 土 地 304,119,209

ロ 建 物 1,737,789,089

減 価 償 却 累 計 額 △ 582,587,271 1,155,201,818

ハ 構 築 物 24,051,371,262

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,446,322,530 17,605,048,732

ニ 機 械 及 び 装 置 6,087,661,679

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,387,910,762 2,699,750,917

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 18,212,351

減 価 償 却 累 計 額 △ 17,152,971 1,059,380

ヘ 工具・器具及び備品 35,419,059

減 価 償 却 累 計 額 △ 33,648,104 1,770,955

ト 有 形 リ ー ス 資 産 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

チ 建 設 仮 勘 定 231,042,381

有形固定資産合計 21,997,993,392

(2)

イ ダ ム 使 用 権 2,459,528,922

ロ 電 話 加 入 権 10,300

無形固定資産合計 2,459,539,222

固 定 資 産 合 計 24,457,532,614

(1) 1,571,326,822

(2) 132,633,589

△ 2,103,000 130,530,589

(3) 13,217,942

流 動 資 産 合 計 1,715,075,353

資 産 合 計 26,172,607,967

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

（単位：円）

１  固 　 定  　資  　産 

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

２  流 　 動  　資  　産 

平成２９年度三次市水道事業貸借対照表

（平成３０年３月３１日）

資　　産　　の　　部
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(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 8,709,470,618

(2)

イ 修 繕 引 当 金 57,320,000

固 定 負 債 合 計 8,766,790,618

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 690,932,559

(2) 0

(3) 368,482,773

(4)

イ 賞 与 引 当 金 8,160,000

(5) 44,088,318

流 動 負 債 合 計 1,111,663,650

(1) 13,911,834,442

(2) △ 3,809,208,453

繰 延 収 益 合 計 10,102,625,989

負 債 合 計 19,981,080,257

(1) 5,399,829,069

資 本 金 合 計 5,399,829,069

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 8,244,248  

ロ 工 事 負 担 金 18,884,753  

ハ 補 助 金 4,116,000

資 本 剰 余 金 合 計 31,245,001

(2)

イ 減 債 積 立 金 394,670,155

ロ 利 益 積 立 金 163,000,000

ハ 建 設 改 良 積 立 金 40,461,062

ニ 当年度未処分利益剰余金 162,322,423

利 益 剰 余 金 合 計 760,453,640

剰 余 金 合 計 791,698,641

資 本 合 計 6,191,527,710

負 債 資 本 合 計 26,172,607,967

企 業 債

引 当 金

企 業 債

資　　本　　の　　部

引 当 金

リ ー ス 債 務

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

自 己 資 本 金

そ の 他 流 動 負 債

資 本 剰 余 金

負　　債　　の　　部

（単位：円）

３　固　　定　　負　　債　

４　流　　動　　負　　債　

５　繰　　延　　収　　益

利 益 剰 余 金

（単位：円）

６　資　　 　本 　　　金

７　剰　　 　余　 　　金

未 払 金
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平成２９年度三次市水道事業注記表 

 

１ 重要な会計方針に係る事項 

    資産の評価基準及び評価方法 

ア  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   ・貯蔵品  先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

   固定資産の減価償却の方法 

  ア 有形固定資産 

   ・減価償却の方法  定額法による。(ただし，水道事業の取替資産については取替法

による。) 

   ・主な耐用年数 

    建物       １５～５０年 

    構築物      １０～６０年 

    機械及び装置    ８～２０年 

    車両及び運搬具   ４～  ５年 

        工具・器具及び備品    ５年 

  イ 無形固定資産 

   ・減価償却の方法 定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    ダム使用権       ５５年 

  引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 

・職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職

給付引当金は計上していない。 

イ 賞与引当金 

・職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備える

ため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上し

ている。 

ウ 貸倒引当金 

・債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等により回収不能見込額を

計上している。 

  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ 貸借対照表等に関する事項 

  企業債の償還に係る他会計負担見込額 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
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償還予定のものも含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は２，０５８千円

である。 

   賞与引当金の目的使用による取り崩しについて 

 当年度において，期末手当及び勤勉手当及びそれらに係る法定福利費を支給するた

め，賞与引当金５，００２千円を取り崩した。 

 

３ セグメント情報に関する注記 

報告セグメントが水道事業の単一セグメントのため，記載を省略している。 
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